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 正  ( 大学大学 ) 

 

 

1. 1 
学 連 の重要性は く認識され、中 でも 学研合 という で 学 連 が されてきて

いる[2]。 

本論文では、まず、中 の ル・イノ ー ン・ ステ (NIS)が計画 の 連 の

研究 発と生 が分 された ステ から 場 の 行過 の中で、 ・学・ (公的研究機関)が

大きく 化してきたことを す。その上で、こうした NISの中における中 の大学の けと 学連

の現状を日本と して論じ、特に大学発 ンチャーについて大きな相 があることを指 する。こ

れを受けて、 に、中 の大学発 ンチャーについてその 過 での特 を論じる。最 に、中 の

学 連 は日本の 学 連 とその 方法が大きく異なることを論じて日本の 学 連 の

とする。 

 

2.  
中 のNISは 来は 場 の とは全く異なるものであり、生 と研究 発が分 されていた。

業は生 工場であり、研究 発機能は していなかった。研究 発は主として公的研究機関で され

ていた。学究的な研究はエリート研究機関である中 科学 が、 用的な研究 発は 業を する

部( )の にある研究機関が していた。大学は基本的には 機関であった。公的研究機関は資

金も から されるし研究内容も から指 された。研究 発 出の 合は 1988 年で 業を

する部( )の の研究機関 59.7 、 方 の公的研究機関 32.2 、中 科学  8.1 であ

った[3]2。 

こうした中 の NISは計画 から 場 の 行過 の中で大きく 化した。全 的には、

からの資金が る一方で、大学、公的研究機関、 業の自 の が大きくなった。 はそ

れまで公 として 料であったものが 料になった。 

セクターも大きく 化した。公的研究機関は、基本的に、 業関 の場合は、 業の研究 、

業、または、 した法 に した。中 科学 については、研究者について、3 分の 1 を 研

究に 事させる、3 分の 1 に 業させる、3 分の 1 に 場で職を見つけさせる、という しい方 であ

った[4]。 はそこまではしなかったようである。大学についても からの資金は大 に減少し、

法 が与えられ[2]、重 化されてきた。こうした中で、大学の研究は て行った。 業について

は、研究 発能 を高めるために、公的研究機関からの研究能 の の かに、大 業の中に研究機

能を 出する 策も された。この か、公的研究機関や大学からス ン・アウトした 科学

業も 業 の研究 発能 を高めることに 献した。 

年の ・学・ の NISにおける重 を研究 発費 出のセクター別 合によって見ると( 1)、公

的研究機関の の結果から研究機関の 合が大 に低 しているのが分かる。 

 

1 中 のセクター別研究 発費 出 合 %） 
 1986 年 1997 年 2001 年 2006 年 2007 年 

業 35.3 42.9 60.4 71.1 72.3 
研究機関 60.7 42.9 27.7 18.9 18.5 
大学 4.0 12.1 9.8 9.2 8.5 

                                                   
1 本 は多くを[1]に基づいている。 
2 中 の科学 白書 No.4 (1991 年)の であり、 業 や大学の研究 発 出の金 は されていない。 
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その他 0 2.1 2.1 0.8 0.7 
出 [1]。 

 

中 では 来は NISにおける連 は かったので、 と学・ を意 的に連 させる 策も した。

1 つは 学 連 を するプロジ クトの である。2 つ目は と学・ を パイロット・プラ

ント・レ ルの研究 発を する の である。1 つは、 時の計画 会が した 工

研究中心である[3]、[5]。1992 年に が 始され、2006 年には中 全土における 工 研究セン

ターは全部で 99 あり、そのう 42 が大学に して建 された。もう 1つは、1990年代 来

科学 部が している 工 研究中心である。主に業種内で 豊かな研究機関、科学

業 大学に建 を している。2006 年には全部で 148 あり、そのう 37 が大学に

して建 された[5]。3 つ目は 場である。 場は最 に に 1984 年に された。2004

年 には 1,500 上の 場における の 認定の を負っていた。 場で

されるのは、2004 年には、 発 39  22  コン ルティング 6  ー

ス 33 で、 ー スの 合が高い[6]。 

 

3.  
中 における大学 を ると、本科大学 は 2008 年に 1,079 する 3。そのう 、 部主

が 73 、他の中央 部門の主 が 33 、 方 の主 が 533 、 ( )が 369 である[7]。

研究 発活動を行っている大学は 700 と 定されている[6]。日本の 年 大学 は 2010年 で 778

で は 86 、公 は 95 、 は 597 である。 方 の主 の大学と公 大学で があるが、

部主 と では と ど はない[8]。 

研究費を見ると、2007 年は大学 8.5%、研究機関 18.5 、 業 72.3%であり、大学の 合はあまり高

くない[7]。日本の大学の 18.1 (2007年)に ると 分 である。大学の 用研究費を見て ると、

2007 年で 314.7 ( 4868 )4であり、2007年 の日本の大学の 用研究費 3 4237 とは大

きく異なる 5。 

大学の研究を性 別に見て ると中 の大学の方が日本の大学より 用志向が めて い。中 の大

学の性 別の 用研究費の 2007 年の 合は、基 27.6 、 用 51.4 、 験 発 21.0 である[7]。

日本の大学の 2007年 の 合は、基 54.9 、 用 36.3 、 発 8.9 である。 

NIS における性 別に た大学の研究の 合は、中 の場合は、基 49.7 、 用 32.8 、 験

発 2. であり[7]、日本の大学の場合は、基 48.5 、 用 19.0 、 発 1.7 である。基 研究につ

いては 同じであるが、 用研究については中 では NISにおける大学の 合が高く、日本の大学の

場合はそれ ど高くない。 

研究者について NISにおける 合を ると、2007年で大学 14.6%、研究機関 14.7 、 業 68.4%で

あり、大学の 合が研究費で見た場合よりも大きくなり、研究機関の 合と同 になっている[7]。

日本についても で ると、2008 年 は大学 21.9%、研究機関 5.9 、 業 72.2%である。日本

の大学に すると、中 の大学の研究者の 合は 7 イント 上低くなっている。 対 で見た場合

は、中 の大学の研究者 は 25.4 (2007年)、日本は 15.0 なので、中 の大学の方が日本の大

学よりも 10 ど多い。 

NISにお る特 出 について ると、中 の 内特 出 に める大学の 合は2007年で13.3

(20,301件)であった[7]。NISにおける 合は、研究者 の 合に い。日本の2009年の大学 認TLO

からの特 出 件 は7,151件で全 の2.4 である[9]。したがって、中 の大学の方がNISにおける特

出 についての役 が日本の大学に て大きい。 

こうした特 出 活動はトップクラスの大学に集中している。2005年はトップ 10大学が 38 、トッ

プ 20 大学が 53 を める[6]。日本の大学の場合も同様で、トップ 10 大学が 39 、トップ 20 大学が

54 を める[9]。  

 

                                                   
3 本科大学は 学 が 得でき、日本の 4 年 大学に相 する。  
4 2007 年の レートの 15.47 / を 用して計 。 
5 日本のデータは科学 研究調査報告による。 
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4.  
中 の 学連 をデータで ると、 業との 、ライセンス件 が増大している ( 2)。

科 業 はやや減少の 向も られ、2004 年には 2,355 社 純  2,385 ( 311 )であ

る[10]。このデータはデータ出 から日本の 大学に相 する 部が主 する大学のデータと考え

られ、大学全 では、2004 年の 場での 件 は 39,289 件 金 11,662 ( 1,523 )
である[11]。 
 

2 中 の 学連  
年  2000 2001 2002 2003 2004 

業との 件  4,224 4,809 4,814 6,325 8,095 
業との ( ) 1,473 1,621 1,348 1,697 2,012 

ライセンス件 ( を

) 299 410 532 611 731 

ライセンス ( を

) ( ) 185 259 220 360 278 

科 業  2,097 1,993 2,216 2,447 2,355 
純 ( ) 2,803 2,398 1,863 1,473 2,385 
大学 の 献( ) 846 778 761 774 825 
出 [1]。 
 

中 の 学連 を日本の 学連 と して る。日本の 大学の 業との 件 は 2008 年

で 13,936 件、32,156 である( 3)。 業との は、中 の場合は 場で される

発、 、 コン ルティング、 ー スであり、日本の場合は 同研究・受 研究に 定

しているので、中 の方が多いとは考えにくい。 
ライセンスについては日本の 大学の場合、4,233 件、770 である。件 については中 の

方が少ないが、 は中 の方が多くなっている。 
 

3 日本の 学連 (2008 年 ) 
対象 の  全大学 

業との 件 ( 同研究・受 研究) 13,936 20,919 
業との ( 同研究・受 研究) ( ) 32,156 45,236 

ライセンス件 ( を ) 4,233 5,306 
ライセンス ( を ) ( ) 770 986 
大学発 ンチャー ( 件 ) 1,345 1,963 
出 [1]。 
 

学連 の全 的なレ ルを見るために大学の研究費全 に める 業からの資金 合を て る

と 2005 年は 36.7 である[6]。日本で 2.8 (2006 年)、ア リカで 4.9 (2006 年)、ドイ で 14.1 (2005
年)であるから、かなり高い 合である。 

中 の 学連 の特 の つはキャンパス内に 業との 同研究 を していることである。それ

も 外 業との 同研究 が多く見受けられる。日本の大学の場合、2009 年 の外資系 業との 同

研究件 の 合は 業との 同研究全 の 1.2 に過ぎない[12]。 
中 の 学連 の特 のもう つは 方 との連 を通じた 域のイノ ー ン、最 的には

域の 業との連 である。大学の周辺では、 イエンス・パークなどについて中央 に えて の

方 とよく連 している。また、研究 発プロジ クトや大学発 ンチャー の 資、さらには研

究機関の まで 範な を行っている。 
え 、 大学では 2009 年 までに、 方 と 同で 6 つの ンドを けており、 方

と 同で 大学研究 1996 年 12 ）、 工業研究 1998 年 8 ）、 発展研

究 2002 年 8 ）、 研究 2003 年 10 ）を している 6。また、 学 連 の

                                                   
6 2011年 4 にアクセスした 大学の HPから。 
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事務 を 18 の 方 と 同で している。 いのは、こうした事務 を通じて 外からの

イテク 資の までしていることである。 イエンス・パークについては 1994 年に の 認を

得て 科 発展中心を し、2000 年に他の 系の機関と 同で 理会社を している。2001
年には 科 は中 の の大学系 イエンス・パークの 1 つとして認定された。インキ

ータについては、 業 が 1999 年に されている。 
学連 は レ ルでも されているようである。 は一 に中 業との結 つきが

い。そのおか で の につながる可能性もある。また、中 の は 用志向で、プロジ クト

の 得に ングリーで、 りが き、 が いようである。 学連 プロジ クトに学生も多く参

するそうである。 
 

5.  
大学発 ンチャーについては、 科 業 は 2004年で 2,355社である。日本の 大学の 2008

年 までに された大学発 ンチャー が 1,345 社であるから、中 がそれ ど多いとは えない。

題は 的インパクトの いである。 

的インパクトを ると、2007 年 の 科 業 は 1,185社で、 上高は 118,012 (

1 8256 )である 7。 業全 では、 業  3,665 社、 上高 137,356 ( 2 1249

)、純  11,853 ( 1834 )、 業  160,652 である[13]。 

こうした 業の 上 等は一部の大学の 業 集中している。上 10 で 上 の 69.4

を める[13]。最大の 大学の 大方正グループは 業 が 3 で、2008年 の 上高は 450

( 6701 )である 8。 

日本の大学発 ンチャーの 的インパクトについて、2008年 のデータを用いた がある。 場

は 2700 で 用者 は 1 7 と 計されている[14]。間 果を めた 果は

場 は 4800 、 用者 は 3 4 と 計されている。やはり、中 とは が異なる。 

中 の 業の大学との関 は であり、 大学の 業 という感じである。日本の大学発 ンチ

ャーの場合は大学との関 が やかである。中 には日本の大学発 ンチャーに相 するが、 業

ではない 業が多く すると考えられる。学生に聞くと の多くは自分の会社を持っているそうだ。

ずしも大学 が関 していないようであり、日本でいう大学発 ンチャーは 業 外にも多く

すると考えられる。 
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7 2007 年の レートの 15.47 / を 用して計 。 
8 大方正グループの HPから http://www.founder.co.jp/company/group.html。 は 2008年の

レートの 14.89 / を 用 
9 要因の分析については[4]を参 。 
10 2003 年の ドル レートの 116.41 /ドルを 用して計 。 
11 TLO の 資は可能であり、また、特 ロイ ルティを株 の で受け ることは可能である。 
12 大学エッジキャ タルの HP 
http://www.ut-ec.co.jp/cgi-bin/WebObjects/1201dac04a1.woa/wa/read/1201e815110/ から。 
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くやって る。現行の を に して 行 でやっていく。上手くいったら 化や

をすれ よい。 という の発 を聞いた 13。日本では、全く の動きが られる。 え 、 大

学の の研究 果活用 業の役 業については 2000 年の「 業 化法」の 定によって

法 的に可能となったものの、 に 可されるには 時の文部 に も足を で大 労をされ

たと関 者から聞いた。  

また、大学と 業、 と 者との関 も というかあいまいな がある。学生が指

が する会社で働いていたり、ある大学の イエンス・パークでは、 同研究 があるのであろう

が、 ラスのドアの手 に の会社があり、 ラスのドアの向こう に大学の研究室があって、

的な相 を意識しないで行き来している。ある公的研究 では、その研究 が株 の 1部を する

ンチャーが 内に を構え、研究 が 分 上の株 を する場合は研究 の トウ アを で

用できるということであった。こういった 性は 相 の観 から見 す 要があるであろうし、

大学と 業のあり方については中 でも 2001 年 に大学と 業の間に 理会社を くとい

う 理 デルなどが 行されている[15]。 

 

6.  
日本の 学 連 と して最も大きな相 は、NISが大 化して、多くの公的研究機関自 が 業

の一 になったり、 業やそれ 外の大学発 ンチャーが多く 出されて、 業 の一部を 出

したことであろう。これは 来の中 の 業 に研究 発、特に イテク分 の研究 発を 行する

業が と どなかったことに 因する。日本の場合で え 、 理化学研究 が理研 業 を 出した

時代と していようが 14、研究 発について 業 の役 がかなり大きい 年の日本の状 では生じ

いであろう。 
学連 についてデータで ると、 業との とかライセン ングといった ードについては

連 の について日本と中 で大きな はない。もっとも、大学の 用研究費に対する 業からの資

金 合は、中 の方が 的に高い。 
学 連 で日本と中 で大きな があるのはその の仕方である。中 では、 、 方 めて

がリードし く関与している。 については、 の法 を 定して、 場を 的

に し、 センターも の いりで するといった 合である。また、学・ の研究 果

を に しするための 工 研究中心や 工 研究中心を した。 
科 業やそれ 外の 系大学発 ンチャー 出についても、 源である大学や公的研究機

関はも ろ 、 、 方の の関与も い。 の大学や公的研究機関に えて、 ンチャー・

キャ タルが 資し、大学や が建 したインキ ータに する。こうしたインキ ータが

々の を する イエンス・パークとか高新 業 発 の内部に している。 
での 用も大きな相 がある。中 の場合は 用が である。日本の場合は 果を上 るよ

りもまずは に って正しく行うことが重要で、一 に がない新しいことには消 的である。 
性の では、 業 に イテク 業が多くないせいかもしれないが、中 では 学連 において

性が高い。 同研究の相手 に多 業が多いし、 業でも、 え 、 大学発の Neusoft

は日本 業との合 で 生している。日本の場合は 的に 秀な 業が多く連 が十分にあるので

あろうが、 性はあまり高くない。 

学連 に対するインセンティ や についても中 の方が い。これは大学などの に対して

も などの についても える。 資金の り 、重 化を行う一方で、大学自らが 資し、

し、 を受けとることも自 である。 学連 が中央 の評価指 であれ 、中央の 事で配

される 方 や大学のトップである 書 も一 懸 になる。 々の にしても、発明した

についてインセンティ は めて大きい。 業との連 プロジ クトにしても一部は の に

なる。 
また、 原理が機能しているようである。 科 業 を ると、 ークの 2003 年の 2,447社

から 2007 年には 1,185 社まで 52 も減少している。日本の大学発 ンチャーの場合は に対して

続していないのは 10 である[18]。 

、日本が 学 連 を して上で参考にできる も一定 あるのではないだろうか。 

                                                   
13 え 、 一的な会社法である「中 会社法」が 行されたのは1994 年である[2]。 
14 理化学研究 と理研 業 については[16]、[17]を参 。 
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